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東京都地球温暖化防止活動推進センターとは   

「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 38 条に規定され、地球温暖化防止活動の推

進を図ることを目的とする一般財団法人の中から一つを、都道府県知事が指定するもの

です。東京都においては、財団法人東京都環境整備公社（現公益財団法人東京都環境公

社）が平成 20 年２月４日に、東京都地球温暖化防止活動推進センターとしての指定を

受け、同年４月１日に活動を開始しました。 

 

 

（お問い合わせ先・申請書類提出先） 

公益財団法人東京都環境公社 

東京都地球温暖化防止活動推進センター（愛称：クール・ネット東京） 

〒１６３－０８１７   

東京都新宿区西新宿２－４－１ 新宿 NS ビル 17 階 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/chisan/ 
受付時間：月曜日～金曜日（祝祭日及び年末年始を除く） 

９時００分～１２時００分、１３時００分～１７時００分 

＜交付申請期間＞ 

令和９年３月 31 日まで 

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/chisan/
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改訂履歴 

Ver.（更新年月日） 更新箇所 内容 
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※「地域活性化につながる再エネ設備」に関する手引きは、別冊「よくある質問集〈都内設置

（地域活性化につながる再エネ設備）〉」をご参照ください。 
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１．よくある質問 
1.1 助成金制度について 

Q.101 国や他の自治体等の補助金との併給はできますか？ 

A.101  

併給可能です。詳細は本手引き 2.5 助成金の額をご確認ください。 

ただし、本事業以外で都又は公社、若しくは区市町村が実施する都の資金を原資とした

助成金とは、併給できません。 

※国や他の自治体等の助成金側に制限がある場合もありますので、国や他の自治体等

の助成金担当窓口に併給できるかご確認ください。 

 

Q.102 自治会や町内会等の集会所に太陽光発電設備を導入したいのですが、助成対象事

業となりますか？ 

A.102 

認可地縁団体として法人格がある場合は、対象となります。 

ただし、居宅として使用するものは除きます。 

法人格がない場合は申請できません。 

 

Q.103 設備の導入施設の建物登記を申請していないため、全部事項証明書（建物）がありま

せん。助成金を申請できますか？ 

A.103 

事前に公社へお問い合わせください。 

 

Q.104 申請事業者の住所が東京都外なのですが、申請できますか？ 

A.104 

設備の導入施設及び消費施設が都内にあり、かつ助成対象事業者が都内に事務所又

は事業所を有する場合は、申請が可能です。設備の導入施設及び発電した電力の消費施

設が都外（東京電力エリア内）の場合は、地産地消型再エネ・蓄エネ設備導入促進事業（都

外設置）の手引きを確認してください。 

Q.105 交付申請書類の提出後に、再エネ設備の仕様、システムを変更することはできます

か？ 

A.105 

ご提出いただいた申請書類のうち、交付決定前の変更に関しては、申請を取り下げてい

ただく場合があります。 

交付決定後から助成事業完了までに変更が必要な場合は、計画変更を事前に公社まで

提出してください。 

詳しくは計画変更が判明した時点で公社までご相談ください。 
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〈計画変更の届出が必要な例〉 

◆助成対象経費の内訳が変更または減額となる場合 

◆「事業実施計画書（共通様式１）２．設備の概要」に記載されている主要設備が変

更となる場合 

   

Q.106 現地調査を行うことはありますか？ 

A.106 

必要に応じて行う場合があります。現地調査を行う際は、ご協力をお願いします。 

 

Q.107 申請前に提出書類をメール又は対面で確認してもらえますか？ 

A.107 

交付申請書提出前の確認は事前審査に当たるため、対応できません。 

 

Q.108 農地の一時転用許可はいつまでに必要ですか。  

A.108 

農地の一時転用許可は、実績報告時に許可書の写しを提出してください。また、交付申

請時点では、一時転用許可の取得見込みが確認できる書類（既に一時転用許可書を取得

している場合は、その写し）を提出してください。 

 

Q.109 営農型太陽光発電を設置する事業を実施する場合、作物に制約はありますか。 

A.109 

特に制約は設けていませんが、以下のように、パネル下部での農業生産が確実に行われ

るように努めてください。 

・１年目から収穫販売が見込まれること 

・永年性作物を栽培する場合、または荒廃農地を再生する場合には、３年以内に収 

穫販売が見込まれること 

 

Q.110 営農型太陽光発電設備を設置する事業において、発電事業者が営農者又は土地所

有者と同一のグループ会社とは、どのような関係の会社でしょうか。 

A.110 

同一のグループ会社の関係性は、下記のとおりです。 

① 親会社※１と子会社※2 

② 親会社と関連会社※3 

③ 子会社と子会社 

④ 子会社と関連会社 

   ※１ 親会社とは、株式会社を子会社とする会社その他の当該株式会社の経営を支配し
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ている法人として法務省令で定めるものをいう（会社法第２条第４号）。 

   ※２ 子会社とは、会社がその総株主の議決権の過半数を有する株式会社その他の当

該会社がその経営を支配している法人として法務省令で定めるものをいう（会社法

第２条第３号）。 

   ※３ 関連会社とは、会社が他の会社等の財務及び事業の方針の決定に対して重要な

影響を与えることができる場合における当該他の会社等（子会社を除く。）をいう

（会社計算規則第２条第３項第 21 号）。 

 

1.2 助成対象について 

Q.201 国及び都、区市町村地方公共団体保有の建物で、発電した電力を消費する場合は、

助成対象事業となりますか？ 

A.201 

   国及び都を含む地方公共団体保有の建物で、発電した電力を消費する場合、助成対象

外となります。 

 

Q.202 既に再エネ発電設備を設置しているのですが、蓄電池のみの申請は助成対象事業と

なりますか？ 

A.202 

都内の特定の施設に設置する場合に限り対象となります。詳しくは「蓄電池単独設置」の

助成金申請の手引きをご確認ください。 

 

Q.203 既設の再エネ設備と今回申請分の新設再エネ設備を接続しても助成対象事業となり

ますか？ 

A.203 

対象となります。ただし、既設設備との共通利用設備がある場合は、既設設備と経費按分

を行い、既設設備利用分にあたる経費は対象外となります。例えば太陽光の場合のパネル

のみなど、発電、熱利用システムの一部のみの導入を助成することはできません。新設部分

だけでもシステムとして成り立つことが必要です。 

 

Q.204 電力の消費先が企業の社員寮や学生寮、教員寮、社宅は助成対象事業となります

か？ 

A.204 

事業専用部と住居部（学生寮、教員寮、社宅等）で、明確に再生可能エネルギーの使用

を切り分けられることが確認できる場合（電力の場合は、事業専用部分と住居部分の電気契

約が切り分けられている場合）は、事業専用部のみ対象となります。住居部が切り分けられ

ない場合は対象外です。 
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事前に公社までお問い合わせください 

 

Q.205 防水・塗装工事費は助成対象経費となりますか？ 

A.205 

本事業の導入設備を設置するうえで必要な工事であれば対象となります。その場合、設

備設置面積分（設備設置箇所）のみ対象となります。 

また、太陽光発電設備を設置する際、設置角度が屋根と平行でない場合、太陽光発電

設備の垂直投影面積分を対象とします。 

設備設置面積あるいは垂直投影面積が確認できる資料をご提出ください。 

 

Q.206 助成対象経費がわかる一覧表などはありますか？ 

A.206 

助成対象経費は以下の通りです。こちらに記載がなく、判断が難しい場合は、公社まで

お問い合わせください。 
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助成対象経費及び助成対象外経費の区分

種別 種別

共通 共通

共通 共通

地熱 共通

地中熱

共通 共通

売電買電用電力量計 共通

日射計、気温計、避雷針 共通

共通 オープンループ型(地中熱) 熱利用

共通 空調機 熱利用

共通 ファンコイルユニット 熱利用

共通 共通

共通

太陽光

熱利用

共通

共通

共通

共通 共通

共通

共通

共通

共通

共通

共通

共通

地熱利用、
地中熱利用

共通

共通

共通

共通

共通

共通

※上記記載以外の項目について不明の場合、事前に別途公社へ相談してください

過剰な経費とならないことを前提に対象・対象外の区分をしております。申請内容により下記の通りとならない場合あります。

助成対象経費 助成対象外経費

設計費

設計費(基本設計、実施設計） 電力会社との協議等に係る費用

事前調査費 補助金、助成金の申請費用

掘削調査費 建築確認申請費用

熱応答試験費（サーマルレスポンステスト）

設備費

再エネ発電設備 蓄電池（可搬式のもの）

蓄電池(発電設備により充電するも
の）

共通

ダウントランス

地絡過電圧継電器（OVGR）

逆電力継電器（RPR）

接続箱 HEMS、BEMS等助成対象機器以外を計測できる機器

計測装置、モニター、データ表示シ
ステム

共通

配線ケーブル、配管等の材料費

架台（ソーラーカーポートを含む。）

クローズドループ型（地中熱）

オプティマイザー、マイクロイン
バータ―、追尾式架台等の高効率化
に資する機器

共通

共通
法令で義務付けられている工事費

機械設置に必要な足場の仮設費 建屋工事費（ソーラーカーポートを除く。）

防水、補強、塗装工事費(設備設置後
の実施が不可能な場合)　必要最低
限・一部分　※詳細はQ.205参照

特定負荷分電盤等発災時利用設備

植栽及び駐車場等の外構工事費

仮設電源工事費(電源車、発電機等）

配線ケーブル、配管等の材料費

主任技術者立会費

産廃処分費（製品梱包材などの工事
端材）

その他

消費税

各種保険・保証料（設備の延長保証を含む。）

FIT、FIP認定による売電を行うシステム

通信費（SIMカード利用料を含む。）

工事費

機械基礎工事費 機械基礎以外の工事費（土地造成、整
地、地盤改良、フェンス等（野立て設
置におけるフェンスを除く。））

共通

既存構築物の撤去、移設、処分に係る費用

道路融雪用に係る工事費

安全対策費

使用前自己確認試験費用及び当該試
験に関わる届出申請費

諸経費、一般管理費、共通仮設費
法定福利費
試運転調整費、機械損料、養生費

共通
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Q.207 太陽光発電搭載型のソーラーカーポートは助成対象となりますか？ 

A.207 

助成対象です。なお、建築確認申請費用並びに駐車場整備に伴う外構工事は助成対象

外となります。 

また、当該設備を「都内設置（地域活性化につながる再エネ設備）」事業で検討されてい

る場合は、当該事業の助成金申請の手引きをご確認ください。 

 

Q.208 太陽光発電一体型のソーラーカーポート等は助成対象となりますか？ 

A.208 

助成対象です。なお、建築確認申請費用並びに駐車場整備に伴う外構工事は助成対象

外となります。 

また、当該設備を「都内設置（地域活性化につながる再エネ設備）」事業で検討されている場

合は、当該事業の助成金申請の手引きをご確認ください。 

 

Q.209 総務省電波利用ホームページ（https://www.tele.soumu.go.jp/j/ele/pvsystem/index.htm ）に、

太陽光発電システムからの不要電波の発射による無線設備への障害事例が報告さ

れています。電力線の遮蔽を行うなど無線通信への影響を低減する対策を講じる場

合、助成対象経費に含まれますか？ 

A.209 

助成対象です。助成対象経費の内訳に記載してください。 

 

Q.210 ガラスレス製品の太陽光発電設備で、追加要件対応ガラスレス PV における追加要件

を満たさない場合でも、助成対象ですか。 

A.210 

助成対象です。なお、助成率については、再生可能エネルギー発電設備を参照ください。 

 

Q.211 利益等排除において、「他の会社を経由した場合、いわゆる下請会社の場合も含む。」

とはどういう場合を指しますか。 

A.211 

次の例のように下請工事会社や物品納入会社が①助成対象事業者自身、②助成対象

事業者の 100％同一の資本に属するグループ企業の場合、③助成対象事業者との持株比

率が 20％以上 100％未満の関係会社から調達する場合を含みます。 

 

 

 

 

助
成
対
象
事
業
者 

施 

工 

業 

者 施工 

発注・支払 

施工・納入 

発注・支払 下
請
工
事
会
社
・ 

物
品
納
入
会
社 

①助成対象事業者自身 
②助成対象事業者の 100％同一の

資本に属するグループ企業 
③関係会社（助成対象事業者との

持株比率が20％以上100％未満

の関係会社） 

https://www.tele.soumu.go.jp/j/ele/pvsystem/index.htm
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Q.212 共同申請者が利益等排除に該当する場合のスキームはどのような申請が該当します

か。 

A.212 

次のスキーム例も該当する場合は利益等排除に該当します。 

また、施工業者を経由した場合、いわゆる下請会社として共同申請者の同一の資本に属す

るグループ企業等※の場合は、利益等排除とします。 

※共同申請者の同一の資本に属するグループ企業等とは、①共同申請者自身、②共同申

請者の 100％同一の資本に属するグループ企業の場合、③共同申請者との持株比率が

20％以上 100％未満の関係会社を指します。 

 （１）リース事業者所有申請の場合 

 

 

 

 

 

 

 （２）PPA 事業（発電事業者所有・請求）所有申請の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3 申請方法について 
Q.301 交付決定等のお知らせはいただけるのでしょうか？ 

A.301 

交付決定通知書等を助成事業者へ送付いたします。 

メール、電話等で別途ご連絡はいたしません。また、助成対象事業者以外の方への通知

は行いません。 

 

Q.302 助成金申請を請負業者などに代行していただくことはできますか？ 

A.302 

可能です。手続代行者をたてる場合、申請書への記載が必要となります。 

詳しくは本手引き 3.3 手続代行者をご参照ください。 

施
工
業
者 

（
リ
ー
ス
使
用
者
） 

①共同申請者自身 
②共同申請者の 100％同一の資本

に属するグループ企業 
③関係会社（共同申請者との持株

比率が20％以上100％未満の関

係会社） 

（
リ
ー
ス
使
用
者
） 

共
同
申
請
者 

（
リ
ー
ス
事
業
者
） 

助
成
対
象
事
業
者 

  

施工 

発注・支払 リース料金支払 

（
需
要
家
） 

共
同
申
請
者 

（
発
電
事
業
者
） 

助
成
対
象
事
業
者 

  

助成対象設備の 
サービスの提供 

 

施工 

発注・支払 施
工
業
者 

（
需
要
家
） 

①共同申請者自身 
②共同申請者の 100％同一の資本

に属するグループ企業 
③関係会社（共同申請者との持株

比率が20％以上100％未満の関

係会社） 

サービス料金支払 

 

助成対象設備 
をリース 
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Q.303 ビルのテナントとして入っていますが、どのように申請すればよいのでしょうか？ 

A.303 

ビルオーナーから許可を得たのち申請してください。電力需給契約がテナント単位なの

か、ビル全体であるのかを確認いただき、需要施設として該当施設の住所が明記されてい

る電力会社発行の電力明細書を提出してください。 

 

 

Q.304 複数の設備間に共通で利用する設備がある場合、どのように経費を計算すればよい

のでしょうか？ 

A.304 

共通設備の経費は次のように算出します。再エネ設備の定格出力を用いて経費を按分し

てください。再エネ設備と蓄電池間で利用する場合、再エネ設備の定格出力と蓄電池の定

格容量で経費を按分してください。詳しくは、本手引き 2.4 助成対象経費をご確認ください。 

 

Q.305 交付申請時に提出するのは１社の見積書でよろしいですか？ 

A.305 

複数社必要となります。複数社とは 2社以上となります。設備と施工で分けて契約を行うこ

とを想定している場合などは、各項目それぞれで 2 社以上見積提出お願いいたします。 

 

Q.306 リースを活用した場合、利益排除の必要有無はどのように確認すればよいでしょう

か？ 

A.306 

リース使用者と工事請負会社との関係性、またはリース事業者と工事請負業者との関係

性を確認してください。資本関係が本事業の利益排除の規定に該当する場合は、利益排

除の対応が必要です。詳しくは、本手引き 2.4 助成対象経費をご確認ください。 

 

Q.307 共同申請者とはどのような事業者が該当しますか？ 

A.307 

共同申請者とは以下の立場の事業者が該当します。 

① リースを活用する場合におけるリース使用者 

② 第三者所有モデル等を活用する場合における発電された電力の需要家 

③ 営農型太陽光発電を設置する事業における営農者（発電事業者と営農者が異なる

場合） 

 

Q.308 導入予定の太陽電池モジュール、蓄電池の第三者機関による認証が取れていませ
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ん。規格に準拠した同性能の機器でもよいでしょうか？ 

A.308 

準拠では申請不可です。第三者機関による認証が取れていることを示していただくことが

必要です。 

 

1.4 その他 

Q.401 施工業者、申請者、手続代行者、リース会社は東京都内の事業者を選ばなければな

りませんか？ 

A.401 

施工業者、手続代行者は東京都外の事業者でも構いません。申請者やリース会社は助

成対象事業者となるため、都内に事務所又は事業所を有する必要があります。 

 

Q.402 交付申請書類提出から交付決定までの期間、及び実績報告提出から助成金支払い

までの期間はどのくらいですか？  

A.402 

交付決定については、公社が交付申請書を受理してから、交付決定通知送付まで２～３

ヵ月程度が目安となります。なお、申請書類の提出後、正式な受理前に提出書類の確認を

行います。この期間は上記の目安期間には含まれません。そのため提出時には不備や不

足がない書類を提出することが重要です。 

支払いについては、公社が実績報告を受理してから２～３ヵ月程度で助成額確定通知書

が送付され、その後約１カ月程度で助成金の支払いとなります。 

なお、交付申請・実績報告のいずれにおいても提出書類に不備がある場合、修正・再提

出いただくことになります。その間は審査が一時停止されますので、修正に要する期間が

長くなるほど交付決定や助成金の支払いまでに時間を要する可能性があります。 

 

Q.403 太陽光発電設備の処分制限期間が 15 年、17 年とありますが、違いは何でしょうか？ 

A.403 

屋根材の代わりに代替するものが 15 年、架台を設置するようなタイプが 17 年となります。 

 

Q.404 余剰売電を行ってもよいのでしょうか？ 

A.404 

  FIT または FIP 制度によらず、休日等の発電電力を売電することは問題ありません。 

ただし、発電設備の年間発電量は、需要先の年間消費電力量の範囲内とします（本手引き

2.3 助成対象設備参照。）。20kW 未満の場合には、実績報告までに余剰売電に関する契

約書等をご提出いただく場合があります（発電設備を導入する場合は、余剰売電の有無は、

共通様式１（WEB）に必ずチェックしてください。）。 
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Q.405 省エネ診断は都外事業所で、受診できますか？ 

A.405 

受診できません。都内事業所で受診ください。詳細は省エネ診断の担当窓口まで連絡し

てください。本事業とは窓口が異なりますので、ご注意ください。 

 

Q.406 再エネ設備から発電された電力を、建物所有者等に売電することはできますか？ 

A.406 

要件を満たした上で、売電を行うことができます。詳しくは、本手引き 2.2 助成対象事業者

（４）をご確認ください。 

なお、売電を行う場合には売電に関する契約書等をご提出いただく場合がありますので

ご相談ください。 

 

Q.407 助成対象設備の発注、契約、支払いはいつから可能ですか。 

A.407 

本事業により導入する助成対象設備の発注、契約、支払いは交付決定日以降に実施し

てください。契約締結日が交付決定日より前の経費については助成対象経費として認めら

れません。交付決定日より前に発注、契約、支払いをした経費を助成対象として申請する

ことはできません。 

なお、キュービクル（高圧受変電設備）内に設置する「RPR / 逆電力継電器」「OVGR / 

地絡過電圧継電器」「ZPD / 零相電圧検出装置/検出器」「変圧器（トランス）」などの納期

が長期化している昨今の情勢を踏まえ、補助事業の期間内に納期が間に合わない見込み

の場合はキュービクル関係の機器を助成対象外経費として、助成対象経費とは別の発注、

契約であることを条件（助成対象内外設備の一括発注は不可）に交付決定日より前の発注

を可とします。 

 

Q.408 助成金の残高について知ることはできますか。 

A.408 

残高状況によっては公社 HP 上で公表する場合もございますが、以下の HP 上で公表

されていない場合には、お問合せいただいても回答しておりません。 

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/chisan/ 

 

Q.409 再エネに関する技術的な相談を受けたいのですが、ご紹介いただけますか。 

A.409 

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/chisan/
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公社では、温暖化対策に取り組む都内の事業者への技術パートナーとして、技術的助言

や指導を行う「東京都地球温暖化対策ビジネス事業者」を紹介しています。詳しくは、コチ

ラより確認してください 

 

Q.410 許認可・権利関係等事業実施の前提となる事項等とは具体的にどのようなものがあり

ますか。  

A.410  

設置地域の土地や事情等により、許認可（届出）、権利使用（又は取得）等の必要な情報

は異なると考えます。 

次頁の主な法令等チェックリストを参照し、申請者の責任において、確認及び必要な全て

の手続きを行ってください。 

許認可や権利の取得に時間が掛かる場合、申請できない可能性がありますので注意し

てください。 

申請に際して、許認可・権利関係について問題ないことを誓約書（第２号様式）により誓

約することとなっておりますので、許認可等の問題について公社は一切関与しないことをご

了承ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な法令等チェックリスト 

https://www.tokyo-co2down.jp/learn/registration
https://www.tokyo-co2down.jp/learn/registration
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法令等名 条件等 許認可等の内容 
建設業法 500 万円以上の工事を請

負う場合 
電気工事業、屋根工事業、管工事業等の一般

建設業許可 
※発注者から直接（元請負人として）請け負

った工事について、5,000 万円（建築工事業

の場合は 8,000 万円）以上となる下請契約を

締結する場合は、特定建設業許可が必要 
電気工事士法 電気工事士資格が必要な

作業に従事する場合 
第一種電気工事士又は第二種電気工事士 

電気事業法 当該工事の規模等 保安規定届出、電気主任技術者の選任、使用

前自己確認届出等 
農地法 営農型太陽光発電の場合 一時転用許可 

 
消防法 一定以上の規模となる電

気設備を設置する場合 
電気設備設置届出書 

都市計画法 一定規模以上の開発行為

を行う場合等 
開発許可 

環境影響評価法 一定規模以上の発電所を

設置する場合 
環境アセスメント 

建築基準法 建築基準法上の建築物に

該当する場合 
建築確認申請 

その他  その他本事業で必要となる許認可等 
※資源エネルギー庁が発電設備種別ごとに策

定する「事業計画策定ガイドライン」（最新

版）を参照すること 
 

Q.411 申請の流れについて分かる資料はありますか。 

A.411 

申請の流れについては以下の通りです。尚詳細は、本手引きの３頁をご確認ください。 
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１

【見積書の徴収】 複数の業者から見積書を集めます。

２

【交付申請】 必要な書類を揃えて電子申請を行います。

３

【交付申請審査】 おおよそ3ヵ月程度かかります。
不備が多いとさらに時間がかかる可能性があります。

４

【交付決定通知発送】 交付決定通知書が郵送で届きます。
交付決定日より前の工事請負契約は助成対象外です。

５

【工事契約＆着工】 工事を開始します。

６

【実績報告の提出】
助成対象事業の完了日から30日以内又は最終提出期のいず
か早い日までに実績報告を提出します。

提出期限を過ぎた場合助成対象外となります。

７

【実績報告の審査】 おおよそ3ヵ月程度かかります。
不備が多いとさらに時間がかかる可能性があります。

８

【額確定通知書発送】 額確定通知書を受領後おおよそ3～4週
程度で入金となります。

申請手続きの流れ【簡易版】

【助成事業の完了日】
支払いを完了した日又は
試運転完了日いずれか遅い日

【最終提出期限】
太陽光・蓄電池・太陽熱
交付申請を行った
翌年度11月末日17時
太陽光以外
交付申請を行った
翌々年度11月末日17時

FIT認定申請を行った場合は
対象外です。
FIT廃止の手続き完了後であれば
交付申請できます。

交付決定通知書は
助成事業者宛に送付します。
必ずご確認ください。

額確定通知書は
助成事業者宛てに送付します。
必ずご確認ください。
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Q.412 本事業は、中小企業制度融資の対象でしょうか。 

A.412 この助成金は東京都中小企業制度融資「HTT・ゼロエミ」の対象です（信用保証

料優遇）。交付決定を受けた事業者が対象です。詳しくは制度融資 HP をご確認

ください。 

https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/chushou/kinyu/yuushi/yuushi/ 

  

https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/chushou/kinyu/yuushi/yuushi/
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